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研究成果の概要（和文）：スクールカウンセラー（以下SC）の全校型支援ツールを、国際比較等から作成する目的で、
１）レジリエンス等生徒の肯定的資質を計る質問紙の作成と国際比較、２）Korthagenモデル等を加味した学級風土コ
ンサルテーションの実施と学級風土質問紙再標準化データ（全国227学級）の収集、学級風土質問紙韓国版の実施、３
）中学校での心理教育の試行および実践例蓄積による実施手順等のテキスト化、４）SC活動モデルに関する実地視察等
による国際比較とセルフスタディ型ツールの作成、それによる全国のSC約300名への国際比較調査の実施、５）全校型
支援のテキスト、特にいじめに特化したテキストの翻訳出版（印刷中）等を行った。

研究成果の概要（英文）： Japanese school counselors are often limited in their roles. They are sometimes e
xpected to do individual counseling, although schools need whole-school approaches. In this study, several
 constructs were developed in order to enhance whole-school approaches among Japanese school counselors. F
irst, a multi-questionnaire for resilience and other positive qualities of students were developed. Second
, effectiveness of various consultation strategies were investigated using the Classroom Climate Inventory
 (CCI; Ito & Matsui, 2001), and 227 classes were surveyed in order to revise the CCI. Third, trial session
s on classroom-based psychological preventive education were given to make a manual for school counselors.
 Fourth, visits to the USA, the Philippines, and Korea were conducted to compare school counselors' activi
ties; surveys were conducted on Japanese school counselors' activities. Fifth, an English textbook on bull
y problems was translated into Japanese and is in press.
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１．研究開始当初の背景 
 日本のスクールカウンセラー（以下 SC）の
配置も 1995 年から長い年月が経過し、その
役割と支援モデルが改めて問われる時期に
来ている。社会情緒面・キャリア面・学力面
で全校支援を行う常勤教育職の米国型 SC に
対して、非常勤心理職である日本型 SC は全
校支援が難しいとされてきた。 
しかし、心理教育など予防的な一次支援か

ら個別事例への三次支援までを階層的に行
う階層モデルによる全校支援と、学校・学級
風土の重視は今や世界的動向であり(Doll ら，
2004; McLean，2006; Stone & Dahir，2006; 
Yuen，2008 など)、日本と同じ非常勤心理職
型SCの諸国、特に伝統的に｢学級｣｢担任教師｣
を重視する東アジアでも、この 10 年余で全
校支援が急速に実現してきている。日本でも、
特別支援教育やキャリア教育、心理教育など
全校型支援のニーズは、潜在的に増している
と考えられる。国内の実践に裏付けられ、か
つ、これら諸国の実践モデルや制度の国際比
較に学び、東アジアの一例として日本の SC
像や支援モデルを明確化することは急務で
ある。 
 他方筆者は、｢学級｣｢担任教師｣の要素が大
きい日本の学校教育に即した方法として、学
級風土質問紙を用いた教師コンサルテーシ
ョンと、それに基づく SC と担任教師による
心理教育のパッケージ化を試みてきた。学級
アセスメントとコンサルテーションでニー
ズを把握した上で、学級ベースの心理教育を
行う実践を試みた結果、次の効果がみられた。
①SC が生徒全員に関わる一次支援となる、②
授業中の観察や生徒の回答からも学級と個
人をアセスメントでき、リスクの早期発見に
よる二次支援・三次支援につながる、③学級
ベースの教師と SC の協働により全校支援の
契機となる、などである。しかし同時に課題
として、学級コンサルテーションでは、①若
手教師の省察を促進しづらい、②全校型支援
の目標を教師と共有しにくい、③実践の背景
にある全校支援についての理論的検討や SC
の理解がさらに必要、という点があった。 
 
２．研究の目的 
そこで本研究では、全校型支援を支える基

盤として階層モデルとレジリエントな風土
概念を明確に位置づけ、教師の省察を深める
Korthagen モデルの導入によって方法の弱点
を補強する。これらを、現役 SC の実践研究
と、非常勤心理職型 SC・東アジア型教育を共
有する諸地域（Scotland・Ireland 共和国・
香港・台湾・韓国）と米国との国際比較・国
際共同研究によって行う。それにより、東ア
ジア型 SC の全校支援について実効性あるモ
デルとツールを構築することを目的とした。 
 

３．研究の方法 
＜研究 1 実践のためのツールづくり＞ 
A アセスメントツール：従来の学級風土質問

紙に加えて、レジリエントな風土の諸要素に
特化した項目や、ポジティブ心理学で重視さ
れる個人の強さを多面的に評定する項目に
よるマルチアセスメント質問紙を作成する。
それにより風土づくりのヒントとなる学級
のリソースを明確化し、レジリエントな風土
づくりを直接評価できるようにする。 
B コンサルテーション：臨床心理学を応用し
た教師教育として世界的な評価を得ている
Korthagen モデル（武田,2010)を用いたリフ
レクションシートを作成し試行する。 
C 心理教育：心理教育授業のノウハウと教材
の蓄積・整理、試行を行う。 
 
＜研究 2 テキスト作成＞ 
全校支援の必要性や歴史的背景、SC の役割

等を伝えるテキストを執筆する。すでに、米
国の SC 国家基準筆者である Dahir 氏を平成
22 年にお茶大に招聘し、氏の著作を基に、
skype会議と現役SCのグループによる内容検
討・事例収集により、日本の SC に適合した
テキスト共著を開始している。これを継続し
出版する(日米出版社との交渉も進行中)。 
 
＜研究 3 SC 制度とモデルの検討＞ 
国際ネットワークを活用し、常勤教育職の

米国のみならず、非常勤心理職型のスコット
ランド、アイルランド共和国、東アジアの香
港・台湾・韓国についてモデルの比較検討を
行い、国際動向のなかで本研究を位置づけ、
国際学会・国際誌で報告する。 
 
＜研究 4 サイトによる SC 支援＞ 
新たな研究資金により専門技術提供を受

け、改良版の WEB 版学級風土質問紙の完成と
暫定的な支援サイト完成までをめざす。 
 
４．研究成果 
＜研究 1 実践のためのツールづくり＞ 
A アセスメントツール：平成 23 年度は、ポジ
ティブ心理学で重視される個人の強さを多
面的に評定する質問紙を整備し、前年度を含
めて計 4 校約 1400 名の基礎データを収集し
分析した。また、いじめやレジリエンスに関
する項目も含めた質問紙の訳出を準備し国
際共同研究の準備を行った。平成 24 年度に
は、Co-Vital 質問紙について約 1400 名のデ
ータから妥当性等を検討した（一部を米国西
部心理学会（WPA）で発表）。また、レジリエ
ンスや学級風土との関連など応用可能性検
討のため中学校 2校 8学級でデータ収集を継
続した。平成 25 年度には、平成 23～24 年度
収集のデータより、個人の資質と学級風土と
の関連など分析を進め、一部を教育心理学会
にて発表した。学級風土質問紙についても、
平成 24 年度に再調整した研究計画で平成 25
年秋から冬に、24 中学校で全国基準値の再収
集を行い約 6500 名の有効回答を得て現在分
析中である。 
B コンサルテーション：平成 23 年度は、5～8



月には Korthagen モデル（武田,2010)を用い
たリフレクションシートを作成し試行した。
ある一定の効果はあるものの、単発では限界
があり、実施に相応の工夫が必要と考えられ
た。12 月には同モデルを米国で実践中の
La-Smith 氏に詳細をお茶大で講義してもら
い応用可能性を協議した。平成 24 年度は、
Korthagen モデル（武田,2010)を用いたリフ
レクションシートの試行を通年で行い、7 月
には Korthagen 氏から指導を受けた。それら
や平成 23 年度作成の小冊子の内容を加味し
た教員研修・スクールカウンセラー（以下 SC）
研修を行い、内容の検討を継続した。平成 25
年度は、省察をより効率的に促進するシート
およびコンサルテーション方法を、約 90 学
級を対象に 6 月～8 月および 10 月～12 月に
実施した。また、A の学級風土全国調査の協
力校においても、対面・電話・書面と多様な
フィードバックを試み、今後の普及にむけて
効率的な方法を模索し試行した。また秋まで
の成果を中心に中間まとめを行い、平成 25
年 2月には、本課題の報告書（伊藤ら，2014）
にまとめを掲載した。 
C 心理教育：平成 23 年度には、5～11 月には
公立私立中学校にて心理教育授業を行い、学
校・学年によるバリエーションを増やした。
12 月以降は、平成 24 年度に年間 6 回程度の
比較的規模の大きい継続実施を計画し準備
した。平成 24 年度には、5～11 月に、前年度
計画どおり公立私立中学校にて年間を通じ
たプログラムによる心理教育などバリエー
ションを増やした心理教育を実施した。成果
の一部を国際学会（ACP）で発表。平成 25 年
度には、24 年度実施のものを継続し、教師用
ガイドなどツールを本課題の報告書（伊藤ら，
2014）にまとめた。 
 
＜研究 2 テキスト作成＞ 
平成 23 年度には 7～8 月に米国の SC 国家

基準執筆者であるDahir氏をお茶大に再び招
聘し、氏の著作を基に、skype 会議と現役 SC
の Focus グループによる内容検討・事例収集
を行った。日米出版社との交渉を終え原稿執
筆を開始した。また、平成 22 年度に作成し
た SC 活用についての小冊子を出版し、これ
を用いた教員研修を試行した。さらにいじめ
被害加害者の保護者面接についてのテキス
トを訳出しそれに基づく教員研修を試行す
ると共に、より理解しやすい訳文とするため、
訳出の作業を全面的に見直し、訳出作業を繰
り返し行った。平成 24 年度には、引き続き
米国の Dahir 氏との skype 会議および SC の
Focus グループによる事例収集を継続し日本
語版執筆を継続。前年度からのいじめ被害加
害者の保護者面接テキスト訳出について2校
を終え、最終校をめざして更なる改訂作業を
行った。平成 25 年度には、同いじめ被害加
害者の保護者面接について訳出と校正等を
完了し、平成 26 年 4 月に入稿した。出版社
の事情も踏まえて平成 26 年秋をめどに出版

が確定した。 
 

＜研究 3 SC 制度とモデルの検討＞ 
平成 23 年度には、国際ネットワークを活

用し、米国・香港等について情報収集を行い、
文献研究を発表した。平成 24 年度には、国
際ネットワークを活用し、韓国・フィリピン
について渡航と情報収集を行い、現地 SC・研
究者との交流・モデル検討をすすめ、日韓で
の学級風土調査を行った。また SC 活動につ
いて日韓実施予定の質問紙を作成し予備調
査を行った。さらに、平成 24 年 10 月には日
本の SC活動についてフィリピンの SC大会で
発表した。平成 25 年度には、日韓での学級
風土調査について英文論文をまとめ投稿し
た（平成 26 年 5 月に受理され英文誌に掲載
確定）。また平成 24 年度に最終調整したＳＣ
活動についての質問紙調査を平成 25 年 6 月
～9 月に日韓で実施し、分析を現在も継続し
ている。一部は平成 26 年夏の心理臨床学会
で発表予定。また、質問紙と同内容のワーク
シートと解説を、本課題の研究成果報告書
（伊藤ら，2014）にまとめた。日本の SC 活
動について平成 25 年 7 月に国際学校心理学
会で発表し、平成 26 年 4 月には欧文誌に投
稿した（審査中）。 
 
＜研究 4 サイトによる SC 支援＞ 
平成 23 年度には、前年度作成した学級風

土質問紙（小学版・中学版）の自動分析シス
テムをのべ 45 学級で試行し、見直しと改良
を行い、より安定的で使用しやすく実践的な
ソフトを完成させた。平成 24 年度には、学
級風土質問紙（小学版・中学版）の自動分析
システムについて、コメントの自動表示の充
実など、さらなる実用性を検討し、中学校の
べ 45 学級、小学校のべ 18 学級で試行した。
平成 25 年度には、学級風土質問紙（小学版・
中学版）の自動分析システムについて、コメ
ントの自動表示や単独で SC が利用可能な分
析方法の工夫など、さらなる実用性を付加す
べくシステムの設計を検討開始し、秋から冬
に全国調査を行って基準値を再収集し、それ
を元にソフトの改訂を行えるよう分析と準
備作業を継続している。 
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